	令和７年度
居　宅　訪　問　型　児　童　発　達　支　援
保　育　所　等　訪　問　支　援
運営指導事前調書（多機能型）
（作成基準日　令和　　年　　月　　日）
※基準日は、運営指導を行う月の１日とします。
事業所名
作成者



１　サービス利用申込と提供の状況（前年度４月から基準月まで）
	サービスを提供しなかった理由、件数
	事後の対応等

	（１）現員で対応できないため
（　　　　　　　　　　）件
	（事後の対応）

	（２）実施地域以外からの申込のため
（　　　　　　　　　　）件
	（事後の対応）

	（３）適切なサービスが提供できないため
（　　　　　　　　　　）件
	（適切なサービスが提供できない理由及び事後の対応）

	（４）その他
（　　　　　　　　　　）件
	（提供できない理由及び事後の対応）


２　苦情解決の状況　（前年度４月から基準月まで）
(１)　解決体制
	苦情受付担当者
	苦情解決責任者
	第三者委員
設置の有無
	第三者委員の職業
（設置している場合に記入）
	利用者等への周知の方法

	(職名)　　(氏名)
	(職名)　　(氏名)
	有・無
	
	


(２)　解決状況
	
	受付年月日
	申立者と
利用者の関係
	苦情内容
	解決年月日
	解決方法及び結果

	事業所の相談窓口に
寄せられた苦情
	
	
	
	
	

	運営適正化委員会に
寄せられた苦情
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　苦情解決簿等の写しを添付して代わりとしても可。
２　「解決方法及び結果」欄：　第三者委員を設置している場合は、報告の有無も記載すること。
３　事故発生時の対応等
(１)　事故の記録等　（前年度４月から基準月まで）
	事故発生年月日
	事故の概要及び受傷等の状態
	報告年月日
	処理結果及び再発防止策
（職員に対する周知方法も含む）

	
	
	家族等
	市町村
	都道府県
	

	
	
	
	
	
	


※　事故処理簿等の写しを添付して代わりとしても可。
(２)　事故の予防　（事故の防止対策の具体的な内容を記入する。）
	ヒヤリハット事例等の把握の有無
	検討委員会の有無
	対　策　を　講　じ　た　事　例

	有　　　・　　　無
	有　　　・　　　無
	


４　令和６年度介護報酬の請求状況
(１)　加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２)　減算
	【居宅訪問型児童発達支援】
・訪問支援員特別加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ）
・通所施設移行支援加算

・利用者負担上限額管理加算
・多職種連携支援加算
・強度行動障害児支援加算
・家族支援加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ）
・特別地域加算
・福祉・介護職員処遇改善加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ ）
・福祉・介護職員処遇改善特別加算

・福祉・介護職員等特定処遇改善加算

・福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算
【保育所等訪問支援】
・訪問支援員特別加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ）
・初回加算
・家庭連携加算（ １時間未満 ・ １時間以上 ）
・利用者負担上限額管理加算
・多職種連携支援加算
・強度行動障害児支援加算
・家族支援加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ）
・特別地域加算
・ケアニーズ対応加算
・関係機関連携加算
・福祉・介護職員処遇改善加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ ）
・福祉・介護職員処遇改善特別加算

・福祉・介護職員等特定処遇改善加算
・福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算

	（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）


	【居宅訪問型児童発達支援】
・児童発達支援管理責任者欠如減算

・個別支援計画未作成減算
・身体拘束廃止未実施減算

・支援プログラム未公表減算
・虐待防止措置未実施減算
・業務継続計画未策定減算
・情報公表未報告減算
【保育所等訪問支援】
・個別支援計画未作成減算　
・同一日、同一場所での複数の障害児への支援
・児童発達支援管理責任者欠如減算
・身体拘束廃止未実施減算
・虐待防止措置未実施減算
・業務継続計画未策定減算
・情報公表未報告減算
・自己評価結果等未公表減算

	（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）



※　基準月以前の１年間の加算状況を記入すること。
令和７年度介護報酬の請求状況
(１)　加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２)　減算
	【居宅訪問型児童発達支援】
・訪問支援員特別加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ）
・通所施設移行支援加算

・利用者負担上限額管理加算
・多職種連携支援加算
・強度行動障害児支援加算
・家族支援加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ）
・特別地域加算
・福祉・介護職員処遇改善加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ ）
・福祉・介護職員処遇改善特別加算

・福祉・介護職員等特定処遇改善加算

・福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算
【保育所等訪問支援】
・訪問支援員特別加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ）
・初回加算
・家庭連携加算（ １時間未満 ・ １時間以上 ）
・利用者負担上限額管理加算
・多職種連携支援加算
・強度行動障害児支援加算
・家族支援加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ）
・特別地域加算
・ケアニーズ対応加算
・関係機関連携加算
・福祉・介護職員処遇改善加算（ Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ ）
・福祉・介護職員処遇改善特別加算

・福祉・介護職員等特定処遇改善加算
・福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算

	（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）


	【居宅訪問型児童発達支援】
・児童発達支援管理責任者欠如減算

・個別支援計画未作成減算
・身体拘束廃止未実施減算

・支援プログラム未公表減算
・虐待防止措置未実施減算
・業務継続計画未策定減算
・情報公表未報告減算
【保育所等訪問支援】
・個別支援計画未作成減算　
・同一日、同一場所での複数の障害児への支援
・児童発達支援管理責任者欠如減算
・身体拘束廃止未実施減算
・虐待防止措置未実施減算
・業務継続計画未策定減算
・情報公表未報告減算
・自己評価結果等未公表減算

	（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）



５　サービス利用者一覧表（基準月の前々月から基準月までの３か月間の利用者について作成）
	種別
	氏名
【イニシャル表記】
	援護の実施市
	利用開始
（終了）
　年　月　日
	市町村への契約内容の報告
　年　月　日
	サービス担当者会議開催
　年　月　日
	通所支援計画見直し
　年　月　日
	利用者負担
上限額（月）
	通所支援計画作成担当者（職）氏名

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　利用者名簿等既存の資料がある場合は、当該資料（コピー等）の利用可（ただし、上記の項目を満たさない場合は、手書き等により追記すること）。
２　「利用開始（終了）年月日」欄：　基準月の前々月から基準月までの３か月に利用を止めた者については利用開始年月日に併せて利用終了年月日を記載すること。
３　「サービス担当者会議開催年月日」欄：　直近の開催年月日を記入すること。
４　「通所支援計画見直し年月日」欄：　計画を作成したが見直しを行っていない場合は、計画作成年月日を記入し、見直しなしと記入すること。
５　「利用者負担上限額（月）」欄：　金額を記入すること。利用者負担が１割の場合は、１割と記入すること。
６　事業種別については、居宅訪問型児童発達支援は「居」と、保育所等訪問支援については「保」と記載する。
